
  資料１   

 

課題に対する関係機関からの情報提供について 

 

 

１ 国土交通省 

 ・上下分離方式として、国が鉄路を保有する可能性について 

  ・鉄道の運行赤字に対する国の支援策について 

  ・経営分離後における新たな地域交通の確保に向けた考え方 

  ・災害等発生時の迂回路に対する貨物調整金適用の考え方 

  ・経営安定基金の拠出について 

 

 

２ ＪＲ北海道 

  ・経営分離の同意の見直しの可能性について 

  ・ＪＲ北海道への運行委託について（赤字補てんを前提） 

  ・第三セクター鉄道への支援について 

 

 

３ ＪＲ貨物 

  ・災害時の代替ルートの考え方について 

 

 

４ 北海道中央バス 

 ・余市・小樽間の利用状況について 

 


